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1. 平成29年3月期第3四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年12月31日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第3四半期 75,117 △8.7 △3,889 ― △3,440 ― △3,686 ―
28年3月期第3四半期 82,242 20.8 △5,175 ― △5,239 ― △10,193 ―

（注）包括利益 29年3月期第3四半期 △3,860百万円 （―％） 28年3月期第3四半期 △10,198百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

29年3月期第3四半期 △25.54 ―
28年3月期第3四半期 △70.61 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第3四半期 123,728 29,519 23.8
28年3月期 132,264 33,383 25.2
（参考）自己資本 29年3月期第3四半期 29,430百万円 28年3月期 33,300百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
29年3月期 ― 0.00 ―
29年3月期（予想） 0.00 0.00

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 100,000 △9.9 △14,800 ― △14,300 ― △13,900 ― △96.29



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、添付資料Ｐ.３「２. サマリー情報（注記事項）に関する事項 （１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく

四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期3Q 146,750,129 株 28年3月期 146,750,129 株
② 期末自己株式数 29年3月期3Q 2,400,422 株 28年3月期 2,396,024 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期3Q 144,352,168 株 28年3月期3Q 144,358,452 株



○添付資料の目次

１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 2

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 …………………………………………………………………………… 3

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ……………………………………………………… 3

（２）追加情報 …………………………………………………………………………………………………………… 3

３．継続企業の前提に関する重要事象等 ………………………………………………………………………………… 4

４．四半期連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………… 5

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 5

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 7

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 7

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 8

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 9

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 9

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 9

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 9

５．補足情報 ………………………………………………………………………………………………………………… 10

（１）生産、受注及び販売の状況 ……………………………………………………………………………………… 10

日本車輌製造（株）（7102） 
平成29年３月期　第３四半期決算短信

- 1 -



１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、各種政策の効果などにより雇用情勢が改善している一方、新興国経

済の減速の影響などから、生産や輸出に鈍さがありましたが、持ち直しの動きが見られます。 

　このような経営環境のもと、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、海外向け鉄道車両が減少した

ことなどから、売上高は前年同四半期比８.７％減少の７５１億１７百万円となりました。利益面につきまして

は、海外向け鉄道車両案件における損失引当の計上などにより、営業損失は３８億８９百万円（前年同四半期は営

業損失５１億７５百万円）、経常損失は３４億４０百万円（前年同四半期は経常損失５２億３９百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は３６億８６百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失１０１億

９３百万円）となりました。 

　セグメント別状況は以下のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

　ＪＲ東海向けおよびＪＲ西日本向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電

車、東京メトロ向け銀座線電車、東京都交通局向け大江戸線電車などの売上がありました。海外向け車両としまし

ては、米国向け２階建て電車などの売上がありました。その結果、鉄道車両事業の売上高は、海外向け車両が減少

したことなどにより、３７６億８３百万円と前年同四半期比２３.７％減少となりました。 

②輸送用機器・鉄構事業 

　輸送用機器におきましては、コンテナ貨車が増加したほか、ＬＰＧタンクローリなどが堅調に推移し、売上高は

９７億７５百万円と前年同四半期比１３.８％増加となりました。 

　鉄構におきましては、東日本高速道路向け白竜大橋などの橋梁製作、常葉川跨線橋などの架設工事のほか、東海

道新幹線大規模改修工事などの売上がありましたが、橋梁の売上が減少したことから、売上高は５８億４５百万円

と前年同四半期比４.８％減少となりました。 

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は１５６億２１百万円と前年同四半期比６.０％増加となりまし

た。 

③建設機械事業 

　建設機械におきましては、国内向けで東日本大震災復興工事や東京オリンピック関連工事の需要などにより、大

型杭打機などが増加したほか、海外向けでは韓国向け大型杭打機などを輸出しました。 

　発電機につきましては、国内向け発電機が増加したことなどから、売上は増加しました。 

　以上の結果、建設機械事業の売上高は１６９億２５百万円と前年同四半期比１１.６％増加となりました。 

④その他 

　鉄道事業者向け車両検修設備のほか、各地のＪＡ向け営農プラントの改修工事、家庭紙メーカー向け製紙関連設

備、レーザ加工機、鉄道グッズ販売などの売上がありました。その結果、車両検修設備が増加したことなどによ

り、その他の売上高は４８億８７百万円と前年同四半期比６７.０％増加となりました。 

（２）財政状態に関する説明

①資産

　流動資産は前期末に比べ９.９％減少し６９３億８９百万円となりました。これは、主に海外向け鉄道車両に係

る棚卸資産が減少したことによるものであります。固定資産は前期末に比べ１.６％減少し５４３億３８百万円と

なりました。これは、主に米国子会社の有形固定資産に係る為替換算額が、前期末と比べて円高の影響で減少した

ことによるものであります。 

　この結果、総資産は前期末に比べ６.５％減少し１,２３７億２８百万円となりました。 

②負債 

　流動負債は前期末に比べ７.２％減少し５８７億６７百万円となりました。これは、主に海外向け鉄道車両に係

る前受金が減少したことによるものであります。固定負債は前期末に比べ０.４％減少し３５４億４１百万円とな

りました。これは、主に建設機械に係るリース債務が減少したことによるものであります。 

　この結果、負債合計は前期末に比べ４.７％減少し９４２億９百万円となりました。 

③純資産 

　前期末に比べ１１.６％減少し２９５億１９百万円となりました。これは、主に親会社株主に帰属する四半期純

損失を計上したため、利益剰余金が減少したことによるものであります。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

　平成29年３月期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）の連結業績予想につきましては、前回（平成28年10月

26日付け）公表いたしました予想値から変更はありません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。 

（２）追加情報

（重要な資産の担保提供）

当社は、長期借入金24,173百万円に対して、取引金融機関からの要請により、平成28年４月20日付で投資有価証

券12,472百万円（平成28年12月末日の帳簿価額）を担保として提供しておりますが、これに加えて、当社の各製作

所の主要な資産を組成物件とする工場財団を設定し、土地11,975百万円、その他の有形固定資産3,977百万円（い

ずれも平成28年12月末日の帳簿価額）を平成28年11月30日付で追加の担保として提供しております。

（受注損失引当金）

当社グループが受注している米国向け大型鉄道車両案件については、33,752百万円の受注額に対し、当第３四半

期連結会計期間末において20,407百万円の損失発生が合理的に見積もられるため、このうち10,734百万円を当該案

件に係るたな卸資産と相殺し、9,673百万円を受注損失引当金に計上しております。

なお、当該案件については、これまで大きな損失の発生に対して設計部門の専任体制強化など安定的かつ着実な

遂行に向け取り組んでおりましたが、設計の見直しに対応する中で技術的な課題に直面し、当該案件を予定通り遂

行することが困難になった旨を客先に申し入れ、今後の案件遂行の方向性について現在協議を行っております。

このため、この協議に関し現時点で決定した事実はありませんが、協議の内容次第では今後引当金計上額が変動

する可能性があります。
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３．継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、米国向け大型鉄道車両案件において２０１５年に判明した設計確認事項についての設計見直し

を実施することとしたことから、当該案件に大幅な納期遅延が見込まれるため、将来発生が見込まれる損失額につ

いて合理的に見積もられる額を算出し、前連結会計年度において引当計上しました。この結果、前連結会計年度

は、１０１億７１百万円の営業損失となり、２期連続の営業損失を計上しました。当第３四半期連結累計期間にお

いては、新たにインドネシア向け大型鉄道車両案件で損失額を引当計上したほか、米国向け大型鉄道車両案件につ

いて車両構造の基本となる構体構造からの設計見直しに伴い、これまでに想定していた製造コストがさらに増加す

る見通しとなりました。このため、これについて合理的に見積もられる損失額を追加で引当計上したことなどによ

り、３８億８９百万円の営業損失を計上することとなりました。また、期末においては長期借入金に係る財務制限

条項に抵触する可能性があります。 

なお、米国向け大型鉄道車両案件については、これまで大きな損失の発生に対して設計部門の専任体制強化など

安定的かつ着実な遂行に向け取り組んでおりましたが、設計の見直しに対応する中で技術的な課題に直面し、当該

案件を予定通り遂行することが困難になった旨を客先に申し入れ、今後の案件遂行の方向性について現在協議を

行っております。このため、この協議に関し現時点で決定した事実はありませんが、協議の内容次第では今後当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

以上を踏まえ、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しておりま

すが、このような状況に対して、現在の状況の主なる要因たる北米事業については、大きな損失が発生している米

国向け大型鉄道車両案件に関して、今後案件を適切に遂行していくための方向性について引き続き客先と協議を

行ってまいります。また、インドネシア向け大型鉄道車両案件については、プロジェクト推進体制の見直しを図る

など、これ以上損失が拡大しないよう取り組んでまいります。一方、主力の国内事業については、安定的に利益を

計上し、鉄道車両や橋梁の新規受注が増加するなど、底堅く推移しておりますが、更に高水準の受注獲得に努めて

いくとともに、好調な建設機械事業においては他事業の生産設備の活用などにより更なる売上の拡大を目指してま

いります。同時に、原価低減および経費の削減を一層推し進め、利益体質の強化を図ってまいります。これらの施

策については当社グループの総力を挙げて取り組み、業績改善に繋げてまいります。 

資金面については、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持

に努めるとともに、取引金融機関との協議も継続的に実施しております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）

グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参画しております。これにより、資金調達

については、設備投資資金および運転資金等の必要資金は内部資金および金融機関から調達しているほか、親会社

との連携強化により当座必要となる資金をＣＭＳから機動的に調達できる状態としているため、資金流動性につい

ては、資金計画に基づき想定される需要に十分対応できる資金を確保しております。 

以上のとおり、重要事象等を解消し、改善するための対応策を講じていることから、継続企業の前提に関する重

要な不確実性は認められないと判断しております。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,471 12,480

受取手形及び売掛金 20,580 24,127

商品及び製品 1,404 1,821

半製品 1,247 1,220

仕掛品 34,918 26,362

原材料及び貯蔵品 2,734 1,463

その他 8,666 1,916

貸倒引当金 △2 △4

流動資産合計 77,020 69,389

固定資産

有形固定資産

土地 15,089 14,983

その他（純額） 16,183 14,468

有形固定資産合計 31,272 29,451

無形固定資産 597 815

投資その他の資産

投資有価証券 18,467 19,136

退職給付に係る資産 3,981 4,127

その他 964 846

貸倒引当金 △39 △39

投資その他の資産合計 23,373 24,070

固定資産合計 55,243 54,338

資産合計 132,264 123,728

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,393 9,838

電子記録債務 9,165 12,616

短期借入金 361 467

未払法人税等 49 269

前受金 15,601 9,807

賞与引当金 1,595 763

工事損失引当金 116 77

受注損失引当金 13,678 13,414

その他 11,334 11,512

流動負債合計 63,298 58,767

固定負債

長期借入金 24,173 24,173

引当金 468 459

退職給付に係る負債 241 251

その他 10,699 10,557

固定負債合計 35,582 35,441

負債合計 98,881 94,209
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,046 12,046

利益剰余金 1,966 △1,719

自己株式 △513 △514

株主資本合計 25,309 21,622

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,012 7,449

繰延ヘッジ損益 △1 26

為替換算調整勘定 △2,261 △2,794

退職給付に係る調整累計額 3,241 3,126

その他の包括利益累計額合計 7,990 7,808

非支配株主持分 82 88

純資産合計 33,383 29,519

負債純資産合計 132,264 123,728
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 82,242 75,117

売上原価 82,064 73,587

売上総利益 177 1,529

販売費及び一般管理費 5,352 5,419

営業損失（△） △5,175 △3,889

営業外収益

受取利息 5 9

受取配当金 246 241

持分法による投資利益 44 189

為替差益 － 180

その他 97 110

営業外収益合計 393 731

営業外費用

支払利息 140 131

租税公課 20 79

為替差損 91 －

その他 204 72

営業外費用合計 457 283

経常損失（△） △5,239 △3,440

特別利益

固定資産売却益 11 1

投資有価証券売却益 1 23

特別利益合計 13 24

特別損失

固定資産除売却損 36 31

投資有価証券評価損 － 8

その他 2 2

特別損失合計 38 42

税金等調整前四半期純損失（△） △5,264 △3,458

法人税等 4,921 219

四半期純損失（△） △10,186 △3,677

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 8

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △10,193 △3,686
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純損失（△） △10,186 △3,677

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 467 421

繰延ヘッジ損益 38 4

為替換算調整勘定 △381 △414

退職給付に係る調整額 △144 △115

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △79

その他の包括利益合計 △12 △182

四半期包括利益 △10,198 △3,860

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △10,205 △3,868

非支配株主に係る四半期包括利益 7 8
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高

外部顧客への売上高 49,415 14,732 15,167 2,926 82,242 － 82,242

セグメント間の内部売上高

又は振替高
24 149 2 146 323 △323 －

計 49,440 14,882 15,169 3,073 82,565 △323 82,242

セグメント利益又は損失(△) △7,021 190 2,320 167 △4,344 △831 △5,175

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△828百万円、棚卸資産の調整額△11百万円お

よびセグメント間取引消去6百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高

外部顧客への売上高 37,683 15,621 16,925 4,887 75,117 － 75,117

セグメント間の内部売上高

又は振替高
149 209 3 143 506 △506 －

計 37,832 15,831 16,928 5,031 75,623 △506 75,117

セグメント利益又は損失(△) △7,674 1,131 3,157 438 △2,946 △942 △3,889

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△935百万円、棚卸資産の調整額△14百万円お

よびセグメント間取引消去6百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性がないため、記載を省略しております。
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５．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

事　業　区　分

前第３四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.12.31）

当第３四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.12.31）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄　道　車　両 49,212 ６０.７ 27,170 ４２.３

輸送用機器・鉄構 15,132 １８.７ 16,377 ２５.５

建　設　機　械 13,690 １６.９ 15,612 ２４.３

そ　　の　　他 3,023 ３.７ 5,109 ７.９

合　　　　　計 81,058 １００.０ 64,269 １００.０

②受注状況

事　業　区　分

前第３四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.12.31）

当第３四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.12.31）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

受

注

高

鉄　道　車　両 8,864 １９.９ 78,031 ６５.０

輸送用機器・鉄構 13,900 ３１.１ 18,373 １５.３

建　設　機　械 17,047 ３８.２ 17,387 １４.５

そ　　の　　他 4,813 １０.８ 6,252 ５.２

合　　　　　計 44,625 １００.０ 120,044 １００.０

受

注

残

高

鉄　道　車　両 109,516 ７８.１ 136,160 ８０.５

輸送用機器・鉄構 21,855 １５.６ 24,327 １４.４

建　設　機　械 4,169 ３.０ 3,587 ２.１

そ　　の　　他 4,645 ３.３ 4,996 ３.０

合　　　　　計 140,187 １００.０ 169,072 １００.０

③販売実績

事　業　区　分

前第３四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.12.31）

当第３四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.12.31）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄　道　車　両
49,415

(22,447)
６０.１

37,683

(12,601)
５０.２

輸送用機器・鉄構
14,732

(630)
１７.９

15,621

(378)
２０.８

建　設　機　械
15,167

(1,951)
１８.４

16,925

(2,686)
２２.５

そ　　の　　他
2,926

(1)
３.６

4,887

(0)
６.５

合　　　　　計

（うち海外向け売上分）

82,242

(25,031)

１００.０

(３０.４)

75,117

(15,666)

１００.０

(２０.９)
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